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決算・運用状況のご報告 （資産運用報告）

第3期 平成25年3月1日～平成25年8月31日

その他ご留意事項につきましては、下記をご覧ください。

「復興特別所得税」に係るご留意事項
● 分配金のお受け取り方法が株式数比例配分方式の場合の税額等につきましては、お取引の証券会社等にお問い合わせください。
● 所得税が非課税または免除となる場合や租税条約の適用により国内法に規定する税率以下となる場合につきましては、復興特

別所得税は課税されません。

ご参考 ： 上場投資法人の分配金の源泉徴収に係るご留意事項
● 個人の投資主様で発行済投資口総数の3%以上の投資口をご所有される場合の税率は、上記と異なります。
● 分配金をお受け取りになる方が、法人の場合には住民税は課税されません。

その他詳細につきましては、所轄の税務署へご確認ください。

（＊1） 上場投資法人の分配金に係る所得税率・地方税率は、2013年12月31日までは所得税7%・住民税3%に軽減されています（本則 ： 所得税
15%・住民税5%）。

（＊2） 当該期間の所得税率（軽減税率） 7%＋復興特別所得税に係る追加分0.147%（ 7%×復興特別所得税率2.1％）
（＊3） 当該期間の所得税率（本則税率）15%＋復興特別所得税に係る追加分0.315%（15%×復興特別所得税率2.1％）

2013年1月1日に「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」
（平成23年法律第117号）が施行され、2013年1月1日から2037年12月31日までの間（25年間）に生じる所得に
は、その所得税額の2.1%が「復興特別所得税」として課税されることとなりました。
上場投資法人の分配金も「復興特別所得税」の対象となり、所得税率に復興特別所得税率が追加されて源泉徴収さ
れます。

「復興特別所得税」に関するご案内
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内
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所得税（＊１）7% 内
訳

所得税（＊１）+
復興特別所得税7.147%（＊2） 内

訳

所得税（＊１）+
復興特別所得税15.315%（＊3） 内

訳

所得税15%

住民税（＊１）3% 住民税（＊１）3% 住民税 5% 住民税 5%

上場投資法人の分配金に係る源泉徴収税率について

■投資法人

■資産運用会社



（注）2013年10月取得物件及び2014年３月取得予定物件を含みます。
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投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素はGLP投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

この度、第3期（2013年8月期）が終了いたしましたので、ここに運用の概況と決算内容につきましてご報告申し上げます。

第3期は、保有33物件の運用を着実に行い、一部の物件については、物流施設に対する高い需要を背景に賃料の増額
改定を実現いたしました。この結果、営業収益7,272百万円、経常利益3,547百万円、当期純利益3,546百万円を計上
いたしました。

分配金につきましては、投資口1口当たり利益分配金を1,930円、利益超過分配金を259円、合計として1口当たり分配金
を2,189円とさせていただくことになりました。

また本投資法人は第4期（2014年2月期）に入った2013年9月に、上場後初となる投資口の追加発行を行い、約239億
円の公募増資を行いました。調達した資金を活用し、本年10月に7物件の取得を完了し、2014年3月には、追加で2物件を
取得する予定です。これら取得により、ポートフォリオは、上場当初の30物件2,087億円から、42物件2,773億円へと、1年
強のうちに33％成長し、クオリティを維持しつつ、安定性向上とリスク分散を実現しています。

この結果、物件からの賃貸事業収入が増加する見通しとなり、第4期の営
業収益は8,063百万円、1口当たり分配金は2,167円を計画しておりま
す。また、第5期（2014年8月期）におきましては、営業収益が9,093百万
円まで増加することを見込んでいます。一方で、固定資産税等の費用化が
始まり、営業費用に742百万円が計上される見込みですが（1口当たり分
配金への影響額は△354円）、上記公募増資の効果により、その影響を
最小限に抑えた結果、1口当たり分配金は2,066円を計画しております。

また、公募増資及び追加物件取得後、一口当たり純資産価値（NAV）は
2013年2月期末比で11.5％成長し、巡航ベースの一口当たり分配金も
9.6％成長いたしました。私たちにとっての最重要課題である「投資主価値
の増大」についても、確実な成果が上がっております。

今後も、スポンサーであるGLPグループの物流施設の運営経験を最大限
に活かした、日本及び世界において認められるベストインクラス（最高水準）
の資産運用を通じて、投資主価値の最大化に取り組んでまいります。

投資主の皆様におかれましては、今後もご支援、ご鞭撻を賜りますよう何卒
宜しくお願い申し上げます。

To Our
Unitholders

投資主の皆様へ

GLP投資法人 執行役員
GLPジャパン・アドバイザーズ株式会社 代表取締役社長

三木　真人

1口当たり分配金（実績）
2013年8月期（第3期）

1口当たり予想分配金
2014年2月期（第4期）

（うち利益超過分配金259円） （うち利益超過分配金251円）

2,773
資産総額（取得価格総額）

期末稼働率
（2013年8月期末時点）

億円

円2,189 2,167円

%99.9



02 Asset Management Report 03Asset Management Report

■ GLP投資法人の革新的な取組み

■ 先進的物流施設の主な機能

物件情報提供契約の物件の一例

GLP 東京Ⅱ GLP 大阪 GLP 横浜

注：上記は保有資産である「GLP 尼崎」を例に、先進的物流施設の主な機能を紹介しており、本投資法人はこれらの機
能すべてを備える賃貸用物流施設にのみ投資するものではありません。

施設内照明の高照度

24時間警備

風力発電

本投資法人は、先進的物流施設への投資に際しては、以下のような機能にも着目します。

GLP Amagasaki

庫内作業等のための労働力確保に大きく寄与

従業員スペースオフィススペース

十分な柱スパン

テナントの設備搬入及び
レイアウトの自由度を高
め、適切な床荷重を設定
することで様々な荷物へ
の対応が可能

多数のトラックの集中にも対応できる処理能力を
供し、リードタイムの短縮や頻繁な輸送への対応
が可能

上層階にアクセスできる
ランプウェイ

トラックバースの十分な
積載スペース

■ 投資エリア　
本投資法人は、地理的分散を考慮に入れ、人口分布、域内総
生産及び域内物流動向等を考慮した上で、主として、空港及び
貿易港の近隣、大消費地間を結ぶ交通網の沿線並びに生産
地又は消費地内の流通集積地等に所在する物流施設を投資
対象とします。

各投資エリアに対する投資比率（取得価格ベース）

エリア 投資比率

その他   5～20％
関西圏 20～40％
関東圏 50～70％

Overview of GLP
本投資法人の特徴

安定した収益
（当期純利益）

利益超過分配
（減価償却の30%）

GLP 東京 GLP 尼崎

（注2）詳細は、Ｐ9「利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）」をご参照ください。

（注3）2012年12月ＧＬＰ投資法人上場時点です。（注1）不動産賃貸事業収益−不動産賃貸事業費用＋減価償却費で計算しています。

出所: GLP
（注１） 本投資法人が保有しGLPグループが管理する物件、及び第三者との共同出資

によるジョイント・ベンチャーを通じて保有し、運営・管理する物件を含みます。
（注２） 第三者との共同出資によるジョイント・ベンチャーを通じて保有し、運営・管理する

物件を含みます。
（注３） 竣工済み物件、安定稼働物件（完成後１年以上経過している又は稼働率が

93％以上に達している物件）、その他開発中あるいは再開発中物件及び開発用
予定地（取得に向けた一定の合意をしている物件（以下「ランドリザーブ物件」と
いいます。）は除きます。）の延床面積を含みます。

（注４） 開発中物件、再開発中物件及び開発用予定地（ランドリザーブ物件は除きま
す。）の建築可能総延床面積を示しています。

（注５） ランドリザーブ物件はGLPの貸借対照表に計上されておらず、将来開発用予定
地に転用されない可能性があります。

（注６） 個別数値は四捨五入して記載しているため、合計値と一致しない場合があります。

資産運用会社経営陣の
インセンティブ型報酬

分配金と投資口価格の
相対パフォーマンスに連動

資産運用報酬

約2/3が
NOI（注1）と分配金に連動

＆

スポンサーの旗艦物件を組み入れ 利益超過分配（注2）の採用

業績連動型の資産運用報酬と
資産運用会社経営陣のボーナス

過去最大級の時価総額と
最小の投資口価格によるIPO

余剰資金は随時投資主へ還元業界最高水準のポートフォリオ

投資主とスポンサーの利害の一致 市場での流動性向上

GLP J-REIT J-REIT史上（注3）

時価総額 約1,110億円 2番目
投資口価格 60,500円 最小

＋

革新的な
取組み

1 3

2 4

■ GLPグループとそのバリューチェーンについて
GLPグループは、日本、中国及びブラジルにおいて数多くの賃貸用物流施設を保有するとともに、これに関連して
物流施設にかかわる取得、開発、保有・運営、リーシング、プロパティ・マネジメント、各種コンサルティング等、様々
な物流施設関連ソリューションを提供しており、グループ全体で一つのバリューチェーンとして機能しています。
加えて、今後の運用資産の拡大のため、資産運用会社とGLPグループとの間で物件情報提供契約（全33物件、
賃貸可能面積約124万㎡）を締結しています。

GLPの事業展開地域（2013年3月31日現在）

中国
■ 33都市に展開
■ 総延床面積15.0百万㎡
■ うち竣工済物件7.6百万㎡（総延床面積）
■ うち開発中物件7.4百万㎡
■ ランドリザーブ物件10.5百万㎡（総延床面積）

ブラジル
■ 22都市に展開
■ 総延床面積1.8百万㎡
■ うち竣工済物件1.0百万㎡（総延床面積）
■ うち開発中物件0.8百万㎡

日本
■ 7都市に展開
■ 総延床面積4.0百万㎡
■ うち竣工済物件3.6百万㎡（総延床面積）
■ うち開発中物件0.4百万㎡

■ GLP投資法人の特徴
GLP投資法人は、サードパーティロジスティクス（注）事業及び電子商取引市場の拡大を背景として、物流施設の
中でも希少性が高く、今後の需要の拡大が期待されるものとして、大規模かつ機能的な設計を備えた賃貸用物
流施設を「先進的物流施設」と位置付け、本投資法人の主たる投資対象とします。

（注）サードパーティロジスティクス（以下「3PL」といいます。）とは、顧客企業からそのサプライチェーン管理機能の一部又は全部を請け負う物流サービスをいいます。典型的な
3PL事業者は、顧客企業が提供する商品・サービスに関する市場動向、需要及び配送サービスの要求に基づき顧客企業のニーズに合わせて規模の調整やカスタマイズが
可能な、統合運営業務、倉庫業務及び運送業務を提供しています。

大規模施設 延床面積 10,000㎡以上 機能的設計
延床面積の過半につき、
延床面積 5.5m以上 かつ 床荷重 1.5t/㎡以上
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■ 着実なポートフォリオの成長　

上場時
30物件

2013年2月期末
33物件

2013年2月
3物件

2013年10月
7物件

2014年3月
2物件（予定）

2014年2月期末
40物件（予定）

2014年8月期末
42物件（予定）

+33％

（取得価格ベース 単位：百万円）
新規取得物件

208,731

12,580

27,500

28,500

221,311
248,811

277,311

■ 公募増資の概要（2013年9月実施）　

本投資法人は2013年9月に上場後初となる公募による投資口の追加発行を行い、約239億円の公募増資を
実施しました。公募増資および借入金による資金を原資として、2013年10月に7物件の取得を完了し、2014年
3月に2物件の取得を行う予定です。これにより、1口当たり純資産価値（NAV）及び分配金が成長し、投資主価
値の増大が実現するプレミアム増資となりました。

■1口当たり純資産価値（NAV）の成長　
ポートフォリオ含み益の拡大とプレミアム増資により、 1口当たり純資産価値（NAV）は11.5%上昇しました。

+4,033円
プレミアム増資による効果

+2,961円
含み益拡大等による効果※

全体で+11.5%の
増加を実現

※内、鑑定評価額増加
　による効果：2,473円

（42物件ベース）
67,724円

2013年8月期末（33物件ベース）
63,691円

2013年2月期末（33物件ベース）
60,730円

■ 分配金の成長　
巡航ベースの調整後分配金※は、プレミアム増資の結果9.6%増加しています。

33物件ベース
調整後分配金※

1,851円

2013年8月期
実績
2,189円

固都税費用化
による影響等

固都税資産化による影響等
（2014年3月取得予定の2物件の影響）

プレミアム増資による効果
+9.6％

42物件ベース
調整後分配金※

2,028円

2014年8月期
予想
2,066円

+177円 +38円△338円

利益超過分配金（OPD）

▲GLP 浦安Ⅲ（注） ▲GLP 小牧（注） ▲GLP 袖ヶ浦▲GLP 羽村

主な新規取得（予定）物件

（注）2014年3月に取得を予定しています。

※調整後分配金とは？
資産を取得した年の固定資産税等は取得原価に算入されることから、第4期（2014年2月期）までの分配金（予想を含む）は固定資
産税が費用として計上されていません。調整後分配金とは、公募増資が分配金に与える影響をより明確にするため、保有物件の全て
が通期稼働したと仮定し、かつ、固定資産税等一時的な要因の影響を外いて試算した分配金の数値です。

9物件の取得に際しては、ポートフォリオの利回りとクオリティを維持しつつ、規模の拡大を実現しました。

本投資法人は上場以降着実に外部成長を実現し、ポートフォリオ規模は2014年3月時点で2,773億円
（2012年12月上場後＋33%）となる見通しです。

■ ポートフォリオクオリティの維持・向上

既存33物件
（2013年8月末時点）

物件数 33物件

取得価額 221,311百万円

平均NOI利回り（注1） 5.7%

WALE（注2） 4.3年

定期借家契約 94.2%

平均築年数 12.5年

賃貸可能面積 1,178,461㎡

稼働率 99.9%

新規取得（予定）物件

9物件

56,000百万円

5.6%

6.2年

100.0%

7.0年

291,330㎡

100.0%

取得後

42物件

277,311百万円

5.7%

4.7年

95.3%

11.4年

1,469,792㎡

99.9%

＋

（注1）「平均NOI利回り」とは鑑定上のNOIを各資産総額（取得価額）で割ったものです。
（注2）WALE（加重平均賃貸借残存年数）とは各賃貸借契約の残存賃貸借期間を賃貸面積ベースで加重平均した期間を示します。
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■ 稼働率と賃料の推移（33物件ベース）

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

2012年 6月30日
（IPO目論見書）

2013年 2月28日
（第2期末）

2013年 8月31日
（第3期末）

2013年 10月15日

（円/坪）

90

92

94

96

98

100
（％）

平均賃料 稼働率（全国）
99.9 99.9 99.9 99.9

3,278 3,290 3,293 3,294

0
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12

14

2月8月2月
2014年 2015年
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（％）

7％ 7％

2％

6％

11％

13％

6％

9％9％

5％
4％

1％

3％

9％

4％
3％

1％

8月 2月

次期契約締結済

■ 運用状況

Financial Highlights Portfolio Management
決算ハイライト ポートフォリオマネジメントの実績

第3期
（自 2013年3月1日
 至 2013年8月31日）

第4期（予想）
（自 2013年9月1日
  至 2014年2月28日）

第5期（予想）
（自 2014年3月1日
  至 2014年8月31日）

■ 分配金の状況 第3期
（自 2013年3月1日
 至 2013年8月31日）

第4期（予想）
（自 2013年9月1日
  至 2014年2月28日）

第5期（予想）
（自 2014年3月1日
  至 2014年8月31日）

3,546当期純利益（百万円） 3,7444,019

33期末物件数（件） 4240

2,1891口当たり分配金（合計）（円） 2,0662,167

1,9301口当たり分配金（円）
（利益超過分配金を除く） 1,7841,916

2591口当たり利益超過分配金（円） 282251

■ 増額改定の実績（対象期間：2013年3月1日～2013年10月15日）

契約更改
（97,706㎡）

更改対象外
（1,079,848㎡）

増額改定 5契約
（75,510㎡）

同条件再契約
1契約

（22,195㎡）

増額改定に
より2.4%の
増額を達成

2013年8月期末のポートフォリオ稼働率は前期に引き続き99.9％となりました。また、期中に契約更改を行った
契約については、GLPグループの有するアセットマネジメント力とプロパティマネジメント力を最大限に活用し、着実
な増額改定を実現しています。

■ 賃貸借満期の分散状況（全て賃貸面積ベース）

ポートフォリオの賃貸借満期については分散が効いており、今後も満期を迎える契約については積極的に賃料の
増額に取り組みます。

7,272営業収益（百万円） 9,0938,063
① ②

4,301営業利益（百万円） 4,7824,836
③

3,547経常利益（百万円） 3,7454,020
④

主な差異要因 ① 7物件の追加取得による賃貸事業収入の増加
③ 2013年取得資産の固定資産税等費用化の影響

② 2物件の追加取得による賃貸事業収入の増加
④ 2014年3月予定の追加借入による借入コストの増加
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属性 取引先名称
事業の
内容

又は職業

投資口の
所有口数

割合
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

利害関
係人等

辰巳ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 4,960,000 － －

預り金の受入 22,405 預り金 22,405

預り敷金及び保証金の引受 138,414 － －

利害関
係人等

枚方ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 4,750,000 － －

預り金の受入 35,705 預り金 35,705

預り敷金及び保証金の引受 165,195 － －

利害関
係人等

枚方2ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 7,940,000 － －

預り金の受入 58,773 預り金 58,773

預り敷金及び保証金の引受 254,788 － －

利害関
係人等

舞洲2ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 8,970,000 － －

預り金の受入 79,877 預り金 63,842

預り敷金及び保証金の引受 135,270 － －

利害関
係人等

津守ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 1,990,000 － －

預り金の受入 20,827 預り金 20,827

利害関
係人等

尼崎ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 24,500,000 － －

預り金の受入 183,671 預り金 146,835

預り敷金及び保証金の引受 554,750 － －

利害関
係人等

尼崎2ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 2,040,000 － －

預り金の受入 10,941 預り金 10,941

預り敷金及び保証金の引受 72,000 － －

利害関
係人等

アゼリア
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 5,838,000 － －

預り金の受入 36,426 預り金 36,426

預り敷金及び保証金の引受 120,869 － －

利害関
係人等

堺ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 2,000,000 － －

預り金の受入 13,694 預り金 13,694

預り敷金及び保証金の引受 133,944 － －

利害関
係人等

富谷ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 2,820,000 － －

預り金の受入 13,761 預り金 13,761

預り敷金及び保証金の引受 45,000 － －

利害関
係人等

郡山1ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 4,100,000 － －

預り金の受入 26,017 預り金 20,787

預り敷金及び保証金の引受 139,020 － －

利害関
係人等

東海ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 6,210,000 － －

預り金の受入 45,805 預り金 36,615

預り敷金及び保証金の引受 186,720 － －

利害関
係人等

早島ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 1,190,000 － －

預り金の受入 7,986 預り金 7,986

預り敷金及び保証金の引受 48,000 － －

属性 取引先名称
事業の
内容

又は職業

投資口の
所有口数

割合
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

利害関
係人等

早島2ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 2,460,000 － －

預り金の受入 16,748 預り金 13,384

預り敷金及び保証金の引受 81,660 － －

利害関
係人等

基山ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 4,760,000 － －

預り金の受入 29,509 預り金 23,545

預り敷金及び保証金の引受 76,941 － －

利害関
係人等

仙台ロジスティック
特定目的会社 不動産業 －

不動産信託受益権の購入 5,620,000 － －

預り金の受入 21,511 預り金 21,511

預り敷金及び保証金の引受 194,066 － －

資産保
管会社

三菱UFJ信託銀行
株式会社

銀行業及
び信託業 －

短期借入金の借入 1,800,000 短期借入金 1,800,000

長期借入金の借入 7,200,000 長期借入金 7,200,000

支払利息 12,323 未払費用 222

融資関連費用 32,400 － －

信託報酬 2,857 営業未払金 2,265

一般事務委託手数料 3,910 未払金 2,486

（注1） GLプロパティーズ株式会社は、平成25年4月1日付でその名称をグローバル・ロジスティック・プロパティーズ株式会社に変更しています。
（注2） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注3） 取引条件及び取引条件の決定方針等
 （1）ブランド使用料については、グローバル・ロジスティック・プロパティーズ株式会社より提示された金額を基礎として協議の上、算定しています。
 （2）その他の取引の条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自 平成25年3月1日　至 平成25年8月31日）

属性 取引先名称
事業の
内容

又は職業

投資口の
所有口数

割合
取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

利害関
係人等

グローバル・ロジスティッ
ク・プロパティーズ
株式会社

投資助言・
代理業

－

プロパティ・マネジメント報酬 144,127 営業未払金 25,421

ブランド使用料（注2） 7,500 － －

賃貸仲介手数料 9,423 － －

利害関
係人等

GLPソーラー
特定目的会社

設備
賃貸業

－ 屋根賃貸料（注2） 39 前受金 649

資産保
管会社

三菱UFJ信託銀行
株式会社

銀行業及
び信託業

－

支払利息 33,563

短期借入金 1,800,000

長期借入金 7,200,000

未払費用 355

信託報酬 7,117 営業未払金 2,491

一般事務委託手数料 11,190 未払金 4,368

（注1） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2） 取引条件及び取引条件の決定方針等
 （1）ブランド使用料については、グローバル・ロジスティック・プロパティーズ株式会社より提示された金額を基礎として協議の上、算定しています。
 （2）屋根賃貸料については、GLPソーラー特定目的会社より提示された金額を基礎として協議の上、算定しています。
 （3）その他の取引の条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
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〔1口当たり情報に関する注記〕
前期（ご参考）

自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

1口当たり純資産額 58,945円
1口当たり当期純利益 1,720円
　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口
数で除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については潜
在投資口がないため記載していません。

1口当たり純資産額 60,344円
1口当たり当期純利益 1,929円
　1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口
数で除することにより算定しています。
　なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については潜
在投資口がないため記載していません。

（注1）  本投資法人は、平成24年10月31日付で投資口1口につき投資口8口の割合で投資口の分割を行っています。前営業期間の期首に当該投資口
の分割が行われたと仮定して、1口当たり純資産額及び1口当たり当期純利益を算定しています。

（注2） 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。

前期（ご参考）
自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

当期純利益 907,833千円 3,546,683千円

普通投資主に帰属しない金額 －千円 －千円

普通投資口に係る当期純利益 907,833千円 3,546,683千円

期中平均投資口数 527,696口 1,837,700口

〔重要な後発事象に関する注記〕
前期（自　平成24年7月1日　至　平成25年2月28日）（ご参考）
　該当事項はありません。

当期（自　平成25年3月1日　至　平成25年8月31日）
1. 新投資口の発行について
　本投資法人は、平成25年9月3日及び9月18日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決議し、公募に
よる新投資口については平成25年9月26日、第三者割当による新投資口発行については平成25年10月16日にそれぞれ
払込が完了しています。

（公募による新投資口の発行）
発行新投資口数 ： 249,955口（国内100,455口、海外149,500口）
発行価格（募集価格） ： 1口当たり91,942円
発行価格（募集価格）の総額 ： 22,981,362,610円
発行価額（払込金額） ： 1口当たり88,735円
発行価額（払込金額）の総額 ： 22,179,756,925円
払込期日 ： 平成25年9月26日
分配金起算日 ： 平成25年9月1日

（第三者割当による新投資口の発行）
発行新投資口数 ： 10,045口
発行価額（払込金額） ： 1口当たり88,735円
発行価額（払込金額）の総額 ： 891,343,075円
払込期日 ： 平成25年10月16日
分配金起算日 ： 平成25年9月1日
割当先 ： 野村證券株式会社

（資金使途）
　公募に係る調達資金については、下記2.に記載の不動産信託受益権の取得資金に充当しました。なお、第三者割
当に係る調達資金については、短期借入金の一部の返済資金に充当する予定です。

2. 資産の取得について
　本投資法人は、平成25年10月1日に以下の信託受益権7件（取得価格の合計27,500百万円）を取得しました。なお、取
得価格は、取得に要する諸費用（取得経費、固定資産税、都市計画税及び消費税等）を含まない金額（信託受益権売買契
約書に記載された売買価格）を記載しています。

物件名称 所在地 取 得 先 取得価格
（百万円）

GLP羽村 東京都羽村市 ライトイヤー特定目的会社 7,660

GLP船橋Ⅲ 千葉県船橋市 ライトイヤー特定目的会社 3,050

GLP袖ヶ浦 千葉県袖ヶ浦市 ライトイヤー特定目的会社 6,150

GLP六甲Ⅱ 兵庫県神戸市 ライトイヤー特定目的会社 3,430

GLP江別 北海道江別市 ライトイヤー特定目的会社 1,580

GLP桑名 三重県桑名市 ライトイヤー特定目的会社 3,650

GLP廿日市 広島県廿日市市 ライトイヤー特定目的会社 1,980

合　計 － － 27,500

　また、本投資法人は、以下の信託受益権2件（取得価格の合計28,500百万円）について、売主との間で、平成26年3月
3日を取得予定日とする信託受益権売買契約を平成25年9月3日付で締結しています（注）。

物件名称 所在地 取 得 先 取得予定価格
（百万円）

GLP浦安Ⅲ 千葉県浦安市 浦安3ロジスティック特定目的会社 18,200

GLP小牧 愛知県小牧市 小牧ロジスティック特定目的会社 10,300

合　計 － － 28,500

（注）  当該信託受益権売買契約上、本投資法人の責めに帰すべき事由のみによる条件不充足により契約が終了した場合、本投資法人は、売主がこれに
起因又は関連して被った損害等を賠償又は補償するものとされています。但し、当該契約においては、本投資法人の責めに帰すべき事由によらずして
譲渡実行日までに売買代金の支払等の用に供する借入金を調達できなかったときは、本投資法人が損害等の賠償及び補償その他何らの負担をする
ことなく当該契約は当然に終了するものとされています。

3. 資金の借入れ
　本投資法人は、上記2.に記載のGLP浦安Ⅲ及びGLP小牧の取得を前提として、取得資金及び関連費用の一部に充当
するため、平成25年9月27日付で以下の資金の借入れにかかる契約を締結しました。

借 入 先 借入金額
（百万円） 利 率 借入

実行日 返済期日 返済方法 担保

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ
銀行、株式会社みずほ銀行、三菱UFJ信託銀行株
式会社、シティバンク銀行株式会社、株式会社福岡
銀行、農林中央金庫、株式会社りそな銀行、三井住
友信託銀行株式会社、株式会社新生銀行、株式
会社あおぞら銀行及び株式会社七十七銀行

7,380 全銀協3ヶ月円
TIBOR＋0.35％

平成26年
3月3日

平成29年
2月末日

期限一括
返済

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ
銀行、株式会社みずほ銀行、三菱UFJ信託銀行株
式会社、シティバンク銀行株式会社、株式会社福岡
銀行、農林中央金庫及び株式会社りそな銀行

12,300 全銀協3ヶ月円
TIBOR＋0.45％

平成31年
2月末日

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ
銀行、株式会社みずほ銀行、三菱UFJ信託銀行株
式会社及び株式会社日本政策投資銀行

6,100 全銀協3ヶ月円
TIBOR＋0.55％

平成33年
2月末日

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京UFJ
銀行及び株式会社日本政策投資銀行 3,140 全銀協3ヶ月円

TIBOR＋0.70％
平成36年
2月末日

合　計 28,920 － － － － －
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Ⅵ. 金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書
（単位：円）

前期（ご参考）
自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

Ⅰ 当期未処分利益 822,090,380 3,547,322,366

Ⅱ 利益超過分配金加算額

 出資総額控除額 154,366,800 475,964,300

Ⅲ 分配金額 975,818,700 4,022,725,300

 （投資口1口当たり分配金の額） （531） （2,189）

 うち利益分配金 821,451,900 3,546,761,000

 （うち1口当たり利益分配金） （447） （1,930）

 うち利益超過分配金 154,366,800 475,964,300

 （うち1口当たり利益超過分配金） （84） （259）

Ⅳ 次期繰越利益 638,480 561,366

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第34条第1項
に定める金銭の分配の方針に基づ
き、分配金額は利益の金額を限度と
し、かつ租税特別措置法第67条の
15に規定されている本投資法人の配
当可能利益の金額の100分の90に
相当する金額を超えるものとします。
　かかる方針をふまえ、当期未処分
利益を超えない額で、かつ期末発行
済投資口数の整数倍の最大値となる
821,451,900円を、利益分配金とし
て分配することとしました。
　なお、本投資法人は、本投資法人
の規約第34条第2項に定める金銭の
分配の方針に基づき、毎期継続的に
利益を超える金銭の分配（出資の払戻
し）を行います。
　かかる方針をふまえ、当期の減価
償却費計上額である515,002,884
円から当期の資本的支出額である
59,704,000円を控除した金額として
算定される上限額455,298,884円を
超えず、かつ、当期の減価償却費計上
額である515,002,884円の100分の
30にほぼ相当する額として算定される
154,366,800円を、利益を超える金
銭の分配（出資の払戻し）として分配
することとしました。

　本投資法人の規約第34条第1項
に定める金銭の分配の方針に基づ
き、分配金額は利益の金額を限度と
し、かつ租税特別措置法第67条の
15に規定されている本投資法人の配
当可能利益の金額の100分の90に
相当する金額を超えるものとします。
　かかる方針をふまえ、当期未処分
利益を超えない額で、かつ期末発行
済投資口数の整数倍の最大値となる
3,546,761,000円を、利益分配金と
して分配することとしました。
　なお、本投資法人は、本投資法人
の規約第34条第2項に定める金銭の
分配の方針に基づき、毎期継続的に
利益を超える金銭の分配（出資の払戻
し）を行います。
　かかる方針をふまえ、当期の減価償
却費計上額である1,588,291,898
円から当期の資本的支出額である
217,043,896円を控除した金額とし
て算定される上限額1,371,248,002
円を超えず、かつ、当期の減価償却費
計 上 額である1,588,291,898円の
100分の30にほぼ相当する額として
算定される475,964,300円を、利益を
超える金銭の分配（出資の払戻し）とし
て分配することとしました。

（注） 本投資法人は、本投資法人の長期修繕計画に基づき想定される各期の資本的支出の額を勘案し、長期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ本投資法
人の財務状態に悪影響を及ぼすことがない範囲での利益を超える金銭の分配（出資の払戻し）として、当面の間、当該分配を実施する計算期間の直
前の計算期間に計上された減価償却費相当額の100分の30に相当する金額を目処として、利益を超える金銭の分配を行う方針です。

Ⅶ. 監 査 報 告 書
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕
前期（ご参考）

自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金（現金及び現
金同等物）の範囲

　手許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預
金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない
取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

　手許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預
金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない
取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期
投資からなっています。

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕
前期（ご参考）

自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

※1.  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（平成25年2月28日） （単位：千円）
　現金及び預金 710,652
　信託現金及び信託預金 2,049,745
　現金及び現金同等物 2,760,397

※1.  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（平成25年8月31日） （単位：千円）
　現金及び預金 8,110,467
　信託現金及び信託預金 3,359,219
　現金及び現金同等物 11,469,687

Ⅷ. キャッシュ・フ ロ ー 計 算 書（ 参 考 情 報 ）
（単位：千円）

前期（ご参考）
自 平成24年 7 月 1 日
至 平成25年 2 月28日

当期
自 平成25年 3 月 1 日
至 平成25年 8 月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 910,844 3,547,592
　減価償却費 515,002 1,588,291
　投資口交付費償却 26,876 53,752
　受取利息 △2,230 △1,265
　支払利息 156,177 534,039
　営業未収入金の増減額（△は増加） △29,582 △10,672
　前払費用の増減額（△は増加） △348,989 47,446
　未収消費税等の増減額（△は増加） △4,602,169 4,606,628
　その他の流動資産の増減額（△は増加） 1 －
　長期前払費用の増減額（△は増加） △871,156 138,630
　営業未払金の増減額（△は減少） 102,595 9,646
　未払金の増減額（△は減少） 308,323 390,095
　未払費用の増減額（△は減少） △144 －
　未払消費税等の増減額（△は減少） － 282,961
　前受金の増減額（△は減少） 1,237,595 △70,324
　預り金の増減額（△は減少） 1,302,913 △620,746
　　小　計 △1,293,940 10,496,077
　利息の受取額 2,230 1,265
　利息の支払額 △150,777 △530,925
　法人税等の支払額 △670 △2,958
　営業活動によるキャッシュ・フロー △1,443,158 9,963,459
投資活動によるキャッシュ・フロー
　信託有形固定資産の取得による支出 △222,790,376 △156,198
　預り敷金及び保証金の受入による収入 5,269,585 30,300
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 178,019 －
　預り敷金及び保証金の返還による支出 △2,664 △8,073
　投資有価証券の取得による支出 △1,600 －
　投資活動によるキャッシュ・フロー △217,347,036 △133,971
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 18,400,000 －
　長期借入れによる収入 96,000,000 －
　投資口の発行による収入 107,128,217 －
　投資口交付費の支出 － △148,991
　利益分配金の支払額 － △817,377
　利益超過分配金の支払額 － △153,828
　財務活動によるキャッシュ・フロー 221,528,217 △1,120,197
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,738,023 8,709,289
現金及び現金同等物の期首残高 22,374 2,760,397
現金及び現金同等物の期末残高　※1 2,760,397 11,469,687

（注）  キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として
添付しております。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受け
ていません。



毎年2月末日、8月末日
2年に1回以上開催
あらかじめ公告して定めた日
毎年2月末日、8月末日（分配金は支払確定基準日より３カ月以内にお支払いいたします）
東京証券取引所 不動産投資信託証券市場 （銘柄コード：3281）
日本経済新聞
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　0120-232-711

分配金について
「分配金」は、「投資主分配金領収証」及び「投資主利益超過分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行ならびに郵便局（銀行代理業者）にお持ちいた
だくことでお受け取りいただけます。
受取期間を過ぎた場合は、「投資主分配金領収証」及び「投資主利益超過分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部へご郵送いただくか、同行の各支店窓口にてお受け取りください。
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などの手続きをご希望の方は、お取引の証券会社までご連絡ください。

住所等の変更手続きについて
住所・氏名・届出印等の変更は、お取引の証券会社にお申し出ください。なお、特別口座に登録された投資口についてのお手続きは、三菱UFJ信託
銀行株式会社証券代行部へご連絡ください。

■ 投資主メモ 
決算期
投資主総会
同議決権行使投資主確定日
分配金支払確定基準日
上場市場
公告掲載新聞
投資主名簿等管理人
同連絡先

（郵便物受付・電話照会）

投資法人の概要
Overview GLP J-REIT
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■ 投資口価格の推移（終値）

2012年 2013年

出来高（右軸）GLP投資口価格（左軸）

（口）（円）
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3/302/281/3112/21

60,500円（発行価格）

10/169/308/307/316/285/304/30

10/16 ： 100,900円

投資主インフォメーション
Investor's Information

■ 本投資法人の仕組み
①資産運用委託契約

②資産保管業務委託契約／
　一般事務委託契約／
　投資口事務代行委託契約

③物件情報提供契約

④スポンサー・サポートに
　関する契約

グローバル・ロジスティック・
プロパティーズ株式会社

スポンサー

① ②

③

④

本投資法人

投資主総会

役員会

 執行役員：三木 真人

 監督役員：井上 寅喜

 監督役員：山口 孝太

資産運用会社

GLPジャパン・アドバイザーズ
株式会社

グローバル・ロジスティック・
プロパティーズ・リミテッド

物件情報提供会社

有限責任 あずさ監査法人

会計監査人

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

資産保管会社
一般事務受託者

投資主名簿等管理人

■ 資産運用会社における投資運用の意思決定機構
資産運用会社本投資法人

投資運用本部・財務管理本部

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス委員会

取締役会

※投資主総会にて選任

報告承認

外部委員
拒否権

投資委員会 外部委員
拒否権

外部委員の選任に対して、投資法人の役員会が拒否権を持つ

役員会

■ 投資主分布

所有者別
投資主数
12,238人

所有者別
投資口数

1,837,700口

外国法人・個人
191（1.6%）

個人・その他
192,376（10.5%）

金融機関 
817,500（44.5%）その他国内法人 

72,049（3.9%）

外国法人・個人 
755,775（41.1%）

その他国内法人
208（1.7%）

個人・その他
11,768（96.2%）

金融機関
71（0.6%）

監督役員※

監督役員※

執行役員※


